
















































































標準修業年限 2年又は 1年以上 2年未満の期間で各大学が定める 2年



























































校に送り希望者を募っている。教頭は 45歳から 54歳，校長は 50歳から 57歳までと選考試験の年齢
制限がある。義務教育の管理職の選考は，1次試験は面接，2次試験は面接と論文となる。高校では
面接と論文の一回の試験で決まる。応募状況は公開していないが，義務教育も高校も毎年一定の倍率





































































































教職大学院数は 30大学院（66.7％），回答数は 576名であった。当該 45教職大学院の学部新卒学生
の在籍数を文部科学省の教職大学院入学者選抜の状況（確定版）を基に算出したところ 1160名とな
り，回収率は 49.7％となった。回答の 576名の内訳は，男性 348名（60.4％），女性 226名（39.2％），









































そう思う 少しそう思う 余りそう思わない そう思わない 無回答
将来は教育管理職を目指したい。 120（21％） 173（30％） 196（34％）  67（12％） 20（3％）
教員として教育管理職を選択肢
の一つとしている。 151（26％） 165（29％） 167（29％）  68（12％） 25（4％）
教育管理職になり学校を経営す
ることが夢である。  69（12％） 125（22％） 227（39％） 134（23％） 21（4％）
表 4　「教育管理職検討」度数（N＝576）




142（25％） 247（43％） 115（20％） 51（9％） 21（3％）
人から勧められたら教育管理職






































 A  教育課程の編成・実施 .137＊＊ .106＊
 B  教科指導 .003 .040
 C 総合的な学習の時間 .068 .129＊＊
 D 道徳の時間・道徳教育 -.008 .060
 E 特別活動 .038 .065
 F 生徒指導（生活指導） .118＊＊ .090＊
 G キャリア教育・進路指導 .075 .047
 H 特別支援教育 .008 .059
 I 部活動指導 .086＊ .044
 J 学級・ホームルーム経営 .090＊ .104＊
 K 健康安全指導 .108＊＊ .069




















































































崎（2002）では，5年間隔で卒業年度の異なる 9つの卒業コーホート（Graduate Cohort: GCと略称）
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